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　平成17年度における市職員の給与、職員数、福利厚
生などの状況についてお知らせします。
　これは、人事行政の運営状況について広く市民の皆
さんに知っていただくことにより、その公正性や透明
性を高めることを目的として、地方公務員法などにも
とづき行うものです。
　問合せは、職員課（0798・35・3502）へ。

　本市は現在、事務事業や事務執行体制の見直しなど
により、定員の適正化に取り組んでいます。平成18年
４月１日現在の部門別の職員数の状況および主な増減
理由は、表（１）のとおりです。

　平成17年度における職員の新規採用者および退職者の状況は、表（２）のとお
りです。また、平成17年度に実施した、西宮市職員採用試験の状況は、表（３）
のとおりです。

　平成17年度に職員に支給した給料および諸手当の額は、表（４）のとおりです。
なお、特殊勤務手当については、その支給基準や支給額などについて、抜本的
な見直しを図り、支給項目のうち５割以上を廃止するとともに、存続する手当
についてもおおむね15％の減額を行うこととし、平成18年度から実施していま
す。

職員の休暇制度等の概要は、表（６）のとおりです。

　職員の服務基準の根本基準は、地方公務員法第30条において「すべ
ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、
職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならな
い」と定められています。地方公務員法には、法令順守義務や信用失
墜行為の禁止など、服務に関する義務が具体的に定められており、本
市においても、職員に対して折を見て綱紀の粛正に関する通達等を出
し、公務員としての自覚を促すなどして、市政への市民の信頼確保に
努めています。
　平成17年度の分限処分、懲戒処分の状況は、表（７）のとおりです。

　一般職員の勤務時間、休憩時間および休息時間は、原則として表
（５）のように割り振られています。なお、平成18年度からは、市役
所本庁、支所等における標準的な窓口の開庁時間を15分延長し、午
前９時から午後５時半までに変更しています。

　西宮市人材育成基本方針にもとづき、変革の時代に対応できる情熱
と意欲をもった創造力豊かな人材の育成をめざして、様々な研修に取
り組んでいます。平成17年度は、①市民サービスのレベルアップ、②
政策法務能力の向上、③政策形成能力の向上、④自学（自ら学ぶ）の機
会提供を重点目標に取り組みました。
　研修の受講者数は延べ2972人で、その内訳は、表（８）のとおりです。

① 職員の労働安全衛生関係および職員の健康管理
　労働安全衛生法等にもとづき、各種健康診断の実施や診断結果後の保健

指導、メンタルヘルス対策、過重労働による健康障害防止対策などを実施
しています。職員の安全衛生管理体制については、西宮市職員安全衛生規

程にもとづき各事業場に設置している安全衛生委員会で取り組んでいます。

② 西宮市職員自治振興会
　職員の福利厚生の増進を目的に、条例にもとづき「西宮市職員自治振興
会」を設置しています。市負担金・補助金と職員の掛金で運営し、給付事

業やレクリエーション事業、職員会館の管理運営などを行っています。

③ 西宮市職員共済組合
　退職後の生活や遺族の生活を保障する年金の支給などを行うことを目的
に、地方公務員等共済組合法にもとづき、西宮市職員共済組合を設置して

平成17年度における、公平委員会の業務の状況は、次のとおりです。
①不利益処分に関する不服申立ての状況…処分修正１件

＜職員数の状況＞

＜職員の任免および採用試験の状況＞

＜職員の給与の状況＞

＜職員の福利厚生の状況＞

＜職員の休暇制度等＞

＜職員の服務の状況＞

＜職員の研修の状況＞

＜職員の勤務時間の状況＞

＜公平委員会の業務の状況＞

主な増減理由対前年
増減数

職員数区　分
Ｈ18年Ｈ17年部　門

0 18 18 議　会

一
般
行
政
部
門

芸術文化事業等業務の
教育委員会からの移管等

5 444 439 総務企画

2 138 136 税　務
事務事業の見直し等－17 532 549 民　生
事務事業の見直し等－6 487 493 衛　生

0 12 12 労　働
－1 4 5 農林水産
0 12 12 商　工
震災復興事業の進ちょく等－7 261 268 土　木

－24 1,908 1,932小　計
事務事業の見直し等－26 713 739 教　育政

部
門

特
別
行

－1 371 372 消　防
－27 1,084 1,111小　計

事務事業の見直し等－29 246 275 病　院会
計
部
門

公
営
企
業
等

事務事業の見直し等－14 241 255 水　道
事務事業の見直し等－7 78 85 下水道

－1 92 93 その他
－51 657 708 小　計
－102 3,649 3,751 合　計

退職者数採用者数職　種
92人36人事務職
8人12人技術職
22人12人保育職
19人0人技能労務職
10人8人医師職
5人2人医療技術職
31人2人看護保健職
8人13人消防職
23人19人教育職
218人104人合　計

最　終
合格者

受験
者数

応募
者数試験区分職　種

59 1,191 1,398 一般行政事務事務職
6 82 98 土木、建築等技術職
11 142 151 保育士保育職
3 25 28 理学療法士等医療技術職
8 59 66 保健師等看護保健職
7 188 214 消防士消防職
3 129 150 幼稚園教諭教育職

決　算　額
職員数

計職員手当等給　料
34,877,72218,855,15016,022,5723,795人

います。長期給付事業として、退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年
金等の支給、短期給付事業として、育児休業手当金や介護休業手当金の給

付、また、貸付事業として、住宅資金の貸付などを行っています。

④ 西宮市職員健康保険組合
　職員（被保険者）と被扶養者に対する保険給付や保健事業を行うことを
目的に、健康保険法にもとづき西宮市職員健康保険組合を設置しています。
疾病、負傷、出産などに関する保険給付や人間ドック補助、健康相談、直
営保養所などの保健事業などを行っています。
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休息時間休憩時間終了
時刻

開始
時刻

１日の正規の
勤務時間

１週間の正規の
勤務時間

午前と午後
に各１５分

12:00～12:4517:308:45８時間４０時間

管理職員特別勤務手当管理職手当住居手当扶養手当調整手当

5,3021,022,313765,603483,7061,733,668

宿日直手当期末勤勉手当通勤手当特殊勤務手当超過勤務手当

14,4547,541,322436,870494,9751,165,991

児童手当退職手当教員特別手当

38,6605,122,13030,156

日数等基　準　等種　類

年21日以内職員の請求にもとづき年次休暇

その療養に必要
と認める期間

職員が公務上負傷し、もしくは疾病にかかり、また
は通勤により負傷し、もしくは疾病にかかり療養
のため勤務することができない場合

公務傷病
等による
療養休暇

年90日以内
職員が、公務によらないで負傷し、または疾病にか
かった場合において、任命権者が特に療養を要す
ると認めたとき

私傷病に
よる療養
休暇

請求があった日
から出産日まで

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内
に出産する予定の女性職員に対して

産前休暇

出産日の翌日か
ら８週間以内

女性職員が出産した場合産後休暇

１日２回90分を
超えない範囲

生後１年３カ月に達しない生児を育てる女性職員
に対して

育児時間

必要と認める期
間

生理日の勤務がいちじるしく困難な女性職員また
は生理に有害な業務に従事する女性職員に対して

生理休暇

6.5日以内職員が結婚するとき結婚休暇

７日以内職員の親族が死亡した場合忌服休暇

必要と認める期
間

別に定める事由により勤務することができない場
合において、市長がやむを得ないと認めたとき

特別休暇

年30日以内
職員が、登録された職員団体の規約に定める機関
の構成員として当該機関の業務に従事する場合等

組合休暇

当該子が３歳に
達する日まで

３歳に満たない子を養育するため育児休業

懲戒処分分限処分
戒告減給停職免職降級降任休職免職

－－2件－－－32件－

受講延べ人数研修数内　　　容区　分

1,964人72件体系的に行う基本的、共通的研修基本研修

400人143件他研修機関に派遣して行う研修派遣研修

520人19件職場単位で行う研修職場研修

88人26件職員の自発的な自己研修自主研修

2,972人260件計

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（２）職員の任免の状況

（４）職員給与費の状況

（３）職員採用試験の状況

（８）職員の研修の状況

（７）職員の分限・懲戒処分の状況

（６）職員の休暇制度等

※職員手当等の内訳

（５）職員の勤務時間の状況

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：人）

（各年４月１日現在／単位：人）

（注）特別職を除き、再任用
短時間勤務職員を含む


